
地域再エネの課題克服に向けた研究機関の取組

情報提供① 令和3年度ひょうご版再エネ100セミナー

田中 勇伍
公益財団法人地球環境戦略研究機関関西研究センター 研究員

令和4年3月2日（水）

資料３　情報提供①



気候変動によるリスクが既に顕在化
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（出所）IPCC, 2014 
Climate Change 
Synthesis Report

• 人間の影響により温暖化が起こっているこ
とは疑う余地がない

• 気候システム全体にわたる最近の変化
は、何世紀も何千年物間、前例のな
かったものである

• 人為起源の気候変動は多くの気象及び
気候の極端現象に影響しており、その
証拠も強化されている

• 向こう数十年の間に温室効果ガスの排
出が大幅に減少しない限り、21世紀中
に地球温暖化は1.5℃及び2℃を超える

気候変動は人間活動が要因と断定

（出典：IPCC 第6次評価報告書第Ⅰ作業部会報告書、
2021年8月）

気候変動に関する科学的知見の深化

現時点で既
に1℃上昇

2℃に抑える

1.5℃に抑える
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化石燃料から再生可能エネルギーへの転換

電源種別毎のライフサイクルCO2排出量

設備製造・建設等によって
排出されるCO2まで含めても、
太陽光発電による排出量は
火力発電の十分の一以下

（出典：電気事業連合会「原子力・エネルギー図面集」/電力中央研究所「日本における発電技術の
ライフサイクルCO2排出量総合評価」2016.7）

排出起
源 （内訳） GtC/年※1

(1)人為
的CO2
排出量

化石燃料の燃焼 +
セメント生産からの排出 8.3［7.6～9.0］

土地利用変化からの排出 0.9［0.1～1.7］
計 9.2

(2)自然
による
CO2吸
収量

海洋による吸収 2.4［1.7～3.1］
陸域生態系による吸収 2.5［1.2～3.8］

計 4.9
CO2収支=（1）-（2）
※大気に蓄積する量 4.3

※1 Gt:10億トン（1Gt=1Pg）
tC:炭素の重量に換算したもの

［ ］内の数値は、観測データによる不確実性の幅

化石燃料の燃焼が大元の要因

（2002〜2011年の1年あたりの平均）

出典:IPCC report communicator 
ガイドブック~基礎知識編~ 

2016.3/AR5 WG1 Table 6.1
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脱炭素によってビジネスのルールが変化

出典：環境省 グリーン・バリューチェーンプラットフォーム

金融市場の変化・規制の強化：“Scope3”排出量で評価される時代へ

取引先へCO2排出量の削減や再エネ電力の使用を要請する企業が増加

Scope1：事業者自らによる
温室効果ガスの直接排出
(燃料の燃焼、工業プロセス)

Scope2 : 他社から供給され
た電気、熱・蒸気の使用に
伴う間接排出

Scope3 : Scope1、Scope2以外の
間接排出(事業者の活動に関連
する他社の排出)
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これまでの再生可能エネルギー政策

FIT（固定価格買取）制度による再エネの増加

（出典：資源エネルギー庁 再エネのコストを考える）

電力料金に上乗せされる賦課金の増加

・・・

（推計）

（出典：朝野・尾羽他, 2020をもとにIGES作成）

今後、2030年にかけて
3.8～4.1円/kWhにまで
上昇していくと予想
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太陽光発電の自家消費・地産地消の推進が一層重要に

 自社のCO2排出量の削減
 取引先のサプライチェーン排出量削減に貢献
 電気料金削減など経済的にもメリットを生み出しうる

太陽光発電システムの資本費は急速に下落

（出典：調達価格等算定委員会、2022）

兵庫県実施の質問票調査による
事業所の電力調達単価の分布
（2020年7-8月、原油換算500ℓ/年以上消費
する兵庫県内の事業所対象、n=197)

（円/kWh）

回答数

25万円/kW⇒
14円/kWh程度

17万円/kW⇒
10円/kWh程度

※資源エネルギー庁発電コスト検証
ワーキンググループの「2021年発電コ
ストレビューシート」を用いてIGES試算

多くの事業所の電力調達単価を発電単価が下回る
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自家消費・地産地消のための太陽光導入

設備投資可

自分で電気を消費する

設備投資不可

自分で電気を消費しない

自家発電

 ソーラーローン、リース等
 補助金・税務メリットも
 適宜メンテナンスが必要

PPA（電力購買契約）

 発電会社が設備設置・保有
 初期投資不要、メンテ不要
 一定期間の電力契約が必要

売電

 売電収入が得られる
 地産地消のための電源に

屋根貸し・場所貸し

 賃料収入が得られる
 地産地消のための電源に

空いている屋根・土地はあるか？太陽光を導入できる構造・環境か？

将来的には、
地域の他の
事業者が使
える電源に
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初期投資不要（PPA)モデルの課題克服のための構想
PPAモデルの課題：地域外の事業者が主体、需要家の与信不足による契約不可

①地域主体が
再エネ開発会
社を設立

②信用保険の
活用＋金融機
関による顧客
紹介

③外部支援機
関との連携でコ
ストダウン

資料３　情報提供①



9

地域の再エネ普及に向けた戦略づくり

①カーボンニュートラルの実現
に向けた再エネ導入目標設定

②再エネ導入に向けた合意形成
（農地・ため池などへの導入を含む）

③合意形成を踏まえたゾーニング、
脱炭素に向けた戦略策定

現地関係者ヒアリング
合意形成

行政当局との調整
合意形成

データ分析・
有識者ヒアリング

事業スキーム構築
モデル事業等斡旋
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再生可能エネルギー導入に関する動向の分析・解説など

中小企業向けにキーワードを簡潔に解説
直近の動向・制度改正等を踏まえた改訂版：本日公開

中小企業向けにキーワードを簡潔に解説
直近の動向・制度改正等を踏まえた改訂版：本日公開

こちらからダウンロードできます

企業・自治体向けに国際動向等を解説
各テーマ1時間、対話形式の人気シリーズ

企業・自治体向けに国際動向等を解説
各テーマ1時間、対話形式の人気シリーズ

こちらから過去のビデオを視聴できます
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ご清聴ありがとうございました

本発表内容は研究員個人の見解に基づくものであり、発表者が所属する組織の見解とは異なります。
問合せ先： y-tanaka@iges.or.jp
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